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2１．2012年料金改定の概要

2012~2014年度
販 売 電 力 量 （億kWh） 2,773
為 替 レ ー ト （円/$） 78.5
原 油 価 格 （$/b） 117.1
原 子 力 利 用 率 （%） 18.8
事 業 報 酬 率 （%） 2.9
平 均 経 費 人 員 （人） 36,283

2012~2014年度
人 件 費 3,387
燃 料 費 24,585

火 力 燃 料 費 24,475
核 燃 料 費 110

修 繕 費 4,095
資 本 費 8,855

減 価 償 却 費 6,171
事 業 報 酬 2,685

購 入 電 力 料 7,876
公 租 公 課 3,013
原 子 力 ﾊ ﾞ ｯ ｸ ｴ ﾝ ﾄ ﾞ 費 用 667
諸 経 費 6,431

委 託 費 2,282
一 般 負 担 金 567
上 記 以 外 3,581

控 除 収 益 ▲2,128
総 原 価 56,783

経 営 効 率 化 額 ▲2,785
査 定 額 ▲841

○販売電力量の内訳は、規制部門1,057億kWh（特定
需要部門863億kWh）、自由化部門1,716億kWh。

○燃料費の算定諸元となる原油価格・為替レートは、燃料
費調整との整合を踏まえ、申請時期の直近3カ月の貿易
統計価格（2012/1～2012/3平均値）を参照。

○柏崎刈羽原子力発電所の稼働については、安全・安心を
確保しつつ、地元のご理解をいただくことを大前提とし
2013年4月から順次再稼働がなされるものと仮定。
具体的には、柏崎刈羽1・5・6・7号機は2013年度から
順次、同3・4号機は2014年度から順次、稼働がなされ
るものと仮定。

＜織込んでいた原子力利用率＞
2012年度:0％ 2013年度:22％ 2014年度:35％
※原子力利用率の算定においては、福島第一1～4号機を除く。

（同5・6号機は含む）

＊1

※ いずれも数値は３カ年平均値

＊1 総原価は効率化額および査定額反映後の値
＊2 接続供給に伴う託送収益は除く
＊3 原価単価

＝（総原価 － 接続供給に伴う託送収益）÷ 販売電力量
＝（56,783億円 － 385億円）÷ 2,773億kWh
＝20.34円/kWh

 当社は、2012年５月11日に経済産業大臣宛てに、原価算定期間を2012年度から2014年度の３
カ年とする平均10.28%の規制部門料金の値上げ認可申請をさせていただきました。（自由化部門は
16.39%）

 公聴会、電気料金審査専門委員会、消費者庁でのチェックポイントにもとづく検証等を経て、同年７月
25日に同大臣より、規制部門で平均8.46%の値上げをお願いさせていただく旨の認可をいただき、 同
年９月１日より実施をさせていただいております。(自由化部門は14.90%)

前提諸元 原価の内訳 （億円） （億円）

20.34 円/kWh＊3

燃料費
購入電力料

減価償却費

事業報酬

修繕費

人件費

その他
（公租公課
＋原子力ﾊﾞｯ
ｸｴﾝﾄﾞ費用＋
諸経費＋控
除収益 ）＊2

56,783

32,461

6,171

2,685
4,095
3,387

7,598

旧東京電力単体 旧東京電力単体
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販売電力量 672 1,659 2,331 2,333

２．2017年度における収支実績

東京電力エナジーパートナー単体
旧東京電力

単体規制部門
（A）

自由化部門
（B）

合計
（A）+（B）

電気事業収益 ① 15,787 24,854 40,642 43,445

電気事業費用 ② 15,387 24,200 39,587 40,715

電気事業損益 ③＝①－② 400 653 1,054 2,730

利益率 ④＝③／① 2.5% 2.6% 2.6% 6.3%

（億kWh）

※ 電気事業収益は、電気事業営業収益から地帯間販売電力料、他社販売電力料を控除、財務収益を加算。
電気事業費用は、電気事業営業費用から地帯間販売電力料、他社販売電力料に相当する金額を控除、電気事業財務費用を加算。

※ 旧東京電力単体には離島供給分を含む

 経済産業省令（みなし小売電気事業者部門別収支計算規則）に則り、規制部門および自由化部門の
収支を算定した結果、電気事業利益については、規制部門において400億円、自由化部門において653
億円となりました。

 原子力発電所停止等の収支悪化要因があったものの、引き続き全社を挙げてコスト削減に努めた結果、
規制部門・自由化部門ともに黒字（規制部門利益率2.5％、自由化部門利益率2.6％）となりました。

（億円）電気事業利益または損失

燃調タイムラグ影響
(▲720程度)

旧東京電力単体東京電力エナジーパートナー単体
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 東京電力エナジーパートナー(以下、ＥＰ)は、東京電力フュエル＆パワー(以下、ＦＰ)、東京電力ホー
ルディングス(以下、ＨＤ)が計上する燃料費等を他社購入電力料として、東京電力パワーグリッド(以下、
ＰＧ)が計上するネットワーク設備に係る費用等を接続供給託送料として計上するため、ＥＰ単体の費
用には燃料費が計上されない等、分社化により料金原価の前提と乖離があります。

 そのため、原価と実績の比較等につきましては、グループ内取引を分解した実績に相当する、旧東京電力
単体同士での比較に基づきご説明いたします。

【参考】東京電力エナジーパートナーと旧東京電力単体について

※ グループ内取引は旧東京電力単体値では相殺される。

FP/HD PG

EP

燃料費 人件費 修繕費

諸経費

減価償却費
人件費etc・・・ etc・・・

人件費

他社購入電力料※

接続供給託送料※

他社購入電力料
として支払い※

接続供給託送料
として支払い※

旧東京電力単体

etc・・・

＜代表的なグループ内取引イメージ＞



5

(余白)



6３．料金原価・実績比較（前提諸元等）

（億kWh）

原価 ① 実績 ② 差異 ②-①
発受電電力量 3,008 2,509 ▲ 499
水力 111 123 12
火力 2,199 1,909 ▲ 290

石炭 157 254 97
石油 377 41 ▲ 336
ＬＮＧ 1,665 1,614 ▲ 51

原子力 239 ー ▲ 239
他社購入 614 778 165
その他（他社販売等） ▲ 155 ▲ 302 ▲ 147

（億円）

原価 ① 実績 ② 差異 ②-①
経営効率化額 3,626 8,436 4,810

原価 ① 実績 ② 差異 ②-①
販 売 電 力 量 （億kWh） 2,773 2,333 ▲440
為 替 レ ー ト （円/$） 78.5 110.9 32.4
原 油 価 格 （$/b） 117.1 57.0 ▲60.1
原子力利用率 （%） 18.8 ー ▲18.8
平均経費人員 （人） 36,283 32,084 ▲4,199 失注や経済の伸び悩みによる

販売電力量の減少（▲15.9%）

為替レートの円安化（+41.3％）

原油ＣＩＦ価格の下落（▲51.3%）

原子力発電所の停止

徹底したコスト削減への
最大限の取り組み

経済性に優れる電源（石炭火力、
IPP・自家発）の活用による石油火
力の焚き減らし

徹底した業務効率化による
人員削減・希望退職の実施等

＜主な変動要因＞

※査定額(841億円)を含む

※

 主な前提諸元について、料金改定時の想定と比較して、販売電力量は減少（▲440億kWh，
▲15.9%）、為替レートは大幅な円安（＋32.4円/$，＋41.3%）、原油CIF価格は大幅な下落
（▲60.1$/b，▲51.3%）、原子力発電は非稼働となりました。

前提諸元

需給バランス

経営効率化

旧東京電力単体

旧東京電力単体

旧東京電力単体
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東京電力エナジーパートナー単体 旧東京電力単体 差異理由
(旧東京電力単体)

規制部門 規制部門＋自由化部門
原価
①

実績
②

差異
②-①

原価
①

実績
②

差異
②-①

原価
①

実績
②

差異
②-①

人件費 1,892 153 ▲1,739 3,387 237 ▲3,150 3,387 3,245 ▲142 人員減による減 等

燃料費 7,828 － ▲7,828 24,585 － ▲24,585 24,585 13,394 ▲11,191 燃料価格の低下や需要減
影響 等

修繕費 2,231 0 ▲2,231 4,095 0 ▲4,095 4,095 3,185 ▲910
工事・点検の実施範囲・
数量ならびに時期の見直し
による減 等

減価償却費 2,827 4 ▲2,823 6,171 7 ▲6,164 6,171 5,498 ▲673 設備投資削減による償却
費の減 等

購入電力料 2,760 9,373 6,613 7,876 28,734 20,859 7,876 7,598 ▲278 燃料価格の低下等による
減 等

公租公課 1,170 23 ▲1,146 2,957 53 ▲2,904 2,957 2,760 ▲196 電気料収入の減少による
事業税の減 等

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝ
ﾄﾞ費用 236 － ▲236 667 － ▲667 667 474 ▲193 原子力発電所停止による

減 等

諸経費・接続
供給託送料 3,143 6,855 3,713 6,422 13,946 7,524 6,422 6,739 317 ウラン現物支払充当に係る

評価損計上による増 等

電気事業
営業費用合計 22,086 16,410 ▲5,676 56,161 42,980 ▲13,181 56,161 42,896 ▲13,265

（億円）

３．料金原価・実績比較（各費目の内訳）
 実績費用については、料金改定時の想定原価と比較して、原子力発電所停止等の費用増加要因が

あったものの、全社を挙げたコスト削減に努めたことにより、修繕費・減価償却費が減少したことなどから、
旧東京電力単体で▲13,265億円の減少となりました。

各費目の内訳 旧東京電力単体東京電力エナジーパートナー単体



8３．料金原価・実績比較（人件費①）

旧東京電力単体
備考

原価 ① 実績 ② 差異 ②-①

役員給与 － 8 8 社外取締役のみで構成される報酬委員会において役員報酬を審議した
上、各社で決定し支出したため

給料手当 2,385 2,404 19 処遇制度の改編による増 等

退職給与金 322 228 ▲ 94 人員数の減少による減 等

厚生費 436 402 ▲ 33 人員数の減少による減 等

その他 244 201 ▲ 43 委託検針費の減 等

人件費合計 3,387 3,245 ▲ 142

※給料手当には給料手当振替額（貸方）を含む

 当社は、料金査定を踏まえた年収削減や1,000人を超える希望退職などの方策により、効率化の深掘りに努めて
まいりました。

 新・総合特別事業計画（2014年１月15日主務大臣認定）に基づく、コスト削減計画の超過達成分の一部を
原資とする「処遇制度の改編」を実施したことにより、給料手当は増加しましたが、一方で人員数の減少等により退
職給与金や厚生費が減少したこと等により、人件費は142億円減少しました。
年収の削減：2011年度6月より、一般職▲20%・管理職▲25%水準（2012年度より料金査定を踏まえ管理職▲30%）

2014年度下期より、一般職・管理職共に▲14%水準（処遇制度の改編）
2015年度より、一般職・管理職共に▲10%水準（処遇制度の改編）
2016年度より、一般職・管理職共に▲ 5%水準(処遇制度の改編)

人員削減 ：総合特別事業計画における2013年度末までの削減目標（単体▲3,600人、連結▲7,400人）を達成後、
1,000人超の希望退職（2014年度）等を通じ、同計画における10年間の人員削減目標を7年前倒しで達成

（億円）人件費 旧東京電力単体
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3.4兆円
（10年）

1兆円超
（1.4兆円）

深掘り

4.8兆円
（10年）

超過
達成

年俸

コスト削減深掘りの
一部を個人業績に
応じ処遇に反映

総合特別
事業計画

新・総合特別
事業計画

コスト削減額

３．料金原価・実績比較（人件費②）
 当社は、かねてより、年収削減の長期化、限られた人員での業務継続および将来への不安等から、将

来の経営を担う若手を含め、有能な人材の流出が高水準で継続するなど、人材面の劣化が加速し、事
業運営へ影響を及ぼすことが懸念されておりました。

 こうしたなか、事故責任の貫徹と企業価値向上に向け社員が意欲を持てる企業に早期転換すべく、新・
総合特別事業計画の「人事改革」の一環として、同計画によるコスト削減の超過達成分の一部を個人
業績に応じ処遇に反映するしくみを導入いたしました（処遇制度の改編）。

「処遇制度の改編」実施イメージ 旧東京電力単体



10３．料金原価・実績比較（購入電力料）

旧東京電力単体
備考

原価 ① 実績 ② 差異 ②-①

購入電力料 7,876 7,598 ▲ 278 燃料価格の低下等による減 等

うち 再エネ 81 1,084 1,003 FIT電源(主に太陽光)からの購入量増加による増

（億円）

 購入電力料については、燃料価格が低下したことなどから278億円の減少となりました。

購入電力料 旧東京電力単体
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旧東京電力単体
原価 ① 実績 ② 差異 ②-①

廃 棄 物 処 理 費 145 145 1
消 耗 品 費 201 118 ▲83
補 償 費 59 185 127
賃 借 料 1,454 1,238 ▲215
託 送 料 200 201 1 
事 業 者 間 精 算 費 33 94 61
委 託 費 2,282 2,298 16
損 害 保 険 料 41 54 14
原子力損害賠償資金補助法一般負担金 ー 0 0
原賠・廃炉等支援機構一般負担金 567 567 0
普 及 開 発 関 係 費 25 85 61
養 成 費 32 30 ▲2 
研 究 費 170 178 8 
諸 費 229 797 569

う ち 寄 付 金 ー 58 58
う ち 団 体 費 9 86 77

貸 倒 損 24 17 ▲7 
固 定 資 産 除 却 費 942 677 ▲265 
共 有 設 備 費 等 分 担 額 32 28 ▲4 
共 有 設 備 費 等 分 担 額 ( 貸 方 ) ▲0 ▲0 0 
建設分担関連費振替額(貸方) ▲7 ▲12 ▲5 
附帯事業営業費用分担関連費振替額(貸方) ▲7 ▲8 ▲2 
電 力 費 振 替 勘 定 ( 貸 方 ) ▲1 ▲0 1 
接 続 供 給 託 送 料 ー 33 33
使用済燃料再処理等既発電費支払契約締結分 ー 9 9
諸 経 費 計 6,422 6,739 317 

（億円）
旧東京電力単体

原価 ① 実績 ② 差異 ②-①
地 帯 間 ・ 他 社 販 売 電 力 料 ▲1,577 ▲2,826 ▲1,249
託 送 収 益 ▲30 ▲29 1
電 気 事 業 雑 収 益 ▲517 ▲603 ▲86
そ の 他 ▲3 ▲33 ▲31
控 除 収 益 計 ▲2,128 ▲3,492 ▲1,365

（億円）

【実績が原価を上回った項目の主な差異要因】
◇補償費［＋127億円］
・ ウラン購入契約の一部減量に伴う補償料の計上(+155億円) 等

◇事業者間精算費［＋61億円］
・ 振替電力量の増（+61億円）

◇委託費［＋16億円］
・ 賠償対応費用の増（+39億円)、安定化維持費用の増（+107億円）等

◇損害保険料［＋14億円］
・ 企業総合保険等への加入（+20億円） 等

◇普及開発関係費［＋61億円］
・ 小売全面自由化による、新メニューの販売促進活動に係る費用の増

（+67億円）等
◇研究費［＋8億円］
・ 国際廃炉研究開発機構への支出（+29億円） 等

◇諸費［＋569億円］
・ 寄付金［＋58億円］：福島県避難市町村生活再建支援事業への寄付

(料金原価未算入)等
・ 団体費［＋77億円］：各種事業団体への支出(一部料金原価未算入)
・ ウラン現物支払充当に係る評価損計上による費用の増（+264億円） 等

３．料金原価・実績比較（諸経費）
 諸経費については、料金改定時の想定原価と比較して、徹底したコスト削減に努めたものの、トータルで

は増加（＋317億円）いたしました。
諸経費 参考:控除収益旧東京電力単体 旧東京電力単体
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旧東京電力単体
原価 ① 実績 ② 差異 ②-①

人件費 1.22 1.39 0.17
修繕費 1.48 1.37 ▲ 0.11
減価償却費 2.23 2.36 0.13
公租公課 1.07 1.18 0.11
諸経費 2.32 2.89 0.57

設備費等 8.31 9.19 0.88
燃料費 8.87 5.74 ▲ 3.13
購入電力料 2.84 3.26 0.42
原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 0.24 0.20 ▲ 0.04

燃料費等 11.95 9.20 ▲ 2.75
合計 20.26 18.39 ▲ 1.87

（円/kWh）

【原価】

【実績】

20.26円/kWh

18.39円/kWh

燃料費等 33,129億円設備費等 23,033億円販売電力量
（2,773億kWh）

販売電力量
（2,333億kWh）

設備費等 21,428億円

人件費・修繕費・減価償却費・
公租公課・諸経費

人件費・修繕費・減価償却費・
公租公課・諸経費

燃料費・購入電力料・
原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用

燃料費・購入電力料・
原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用

設備費等： 8.31円/kWh
燃料費等：11.95円/kWh

設備費等： 9.19円/kWh
燃料費等： 9.20円/kWh

※控除収益等は除く

▲15.9％ ▲7.0％ ▲35.2％

燃料費等 21,467億円

３．料金原価・実績比較（kWh当たり単価）
 原価および実績費用を販売電力量当たり単価で比較した場合、燃料費等は主に燃料価格が下落した

ことにより、実績が原価を下回りました（▲2.75円/kWh）。
 一方、設備費等については、コスト削減等による設備費等の減少割合（▲7.0％）を上回る販売電

力量の減少（▲15.9％）により実績が原価を0.88円/kWh上回りました。
 この結果、全体としては実績が原価を下回りました。

kWh当たり単価 旧東京電力単体
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(余白)



14４．経営効率化（料金改定時の計画とその後の深化）

2012年5月9日
総合特別事業計画
→料金改定の前提

2014年1月15日
新・総合特別

事業計画

2011年10月3日
東京電力に関する
経営・財務調査

委員会

 コンサルティングファーム、監査法人、弁護士事務所からなる200人規模の体制でのデューディリジェンス実施。
 2兆5,455億円（10年合計※）の追加コスト削減、3,600人の単体要員削減、厚生施設の全廃も含めた

7,074億円の資産売却を計画。
 年収の一律削減措置（管理職▲25％・一般職▲20％）の継続、終身年金の減額（▲30％）を実行。

 中長期的設備投資削減、取引構造の抜本的見直し、人事制度運用見直しにより、経営・財務調査委員会
報告に基づき作成した緊急特別事業計画に追加して6,565億円（10年合計※）のコスト削減を実施。

 委員会設置会社への移行、社内カンパニー制導入など、意識改革実行のためのガバナンス改革。

 料金査定対応、柏崎刈羽原子力発電所再稼働の遅れに対応した緊急コストカット等により、総合特別事業計
画に追加して1兆4,194億円（10年合計※）のコスト削減を実施。

 1,000人規模の希望退職実施、料金査定を踏まえたさらなる年収カット（管理職▲30％・一般職▲20％）
の継続、役職定年・福島専任化の実施。

 外部専門家を活用した調達改革、管理会計導入によるコスト意識改革。

 資材調達額削減、システム関連費用削減、業務効率向上等の生産性倍増の取組を進め、更なるコスト削減
と非連続な経営合理化の実施。

料金改定時の計画からのさらなるコスト削減額深掘り
2017年度 4,810億円［査定額(841億円)反映後］

※コスト削減施策の10年合計額は算定対象とする期間がそれぞれ異なっております。

＜主な内容＞

2017年5月18日
新々・総合特別

事業計画

 経営・財務調査委員会及び原子力損害賠償支援機構（当時）において、合理化余地の徹底的な洗い出しを実施
した上で策定された総合特別事業計画（2012年5月9日主務大臣認定）を、料金原価の前提としております。

 新・総合特別事業計画（2014年1月15日主務大臣認定）では、料金改定における査定や柏崎刈羽原子力発電
所の再稼働が見通せないことにより、収支目標を達成できないおそれが生じたことから、緊急避難的なコストカットを含め
たコスト削減額のさらなる深掘りを実行いたしました。

 新々・総合特別事業計画（2017年5月18日主務大臣認定）では、電力全面自由化を始めとした激変するエネル
ギー情勢の下でも「責任と競争」の両立を果たしていくため、今までにない非連続な経営合理化に最大限取り組む事を
明記しました。

コスト削減施策
２兆5,455億円

コスト削減施策
3兆3,650億円

コスト削減施策
4兆8,215億円

新・総特に加え
1兆円超のコスト
削減と、非連続な
経営合理化の断行

旧東京電力単体



15４．経営効率化（計画からの深掘り）

（億円）

主な削減内容
コスト削減額

（参考）
2016実績計 画

(A)
2017実績

（Ｂ）
深掘り額
(Ｂ)-(Ａ)

人件費
 人員削減、年収の削減
 退職給付制度の見直し
 福利厚生制度の見直し

1,125  1,863  738 1,698

修繕費
 工事・点検の実施範囲・数量・時期の見直し
 関係会社取引における競争的発注方法の拡大・工事効

率の向上、外部取引先との取引構造・発注方法の見直し
422 1,642 1,220 1,878

燃料費
購入電力料

 燃料価格（単価）の低減
 経済性に優れる電源の活用、卸電力取引所の活用
 電力購入料金の削減

450 2,798 2,348 2,585

設備投資関連費
用

 設備投資削減による償却費減、中長期にわたる投資計画
の抜本的な見直し 327 555 228 378

その他

 除却費の削減
 委託費の削減
 賃借料の削減
 研究費の削減
 研修の縮小、消耗品費の削減、諸費の削減、その他諸経

費の削減等

1,302 1,578 276 1,134

合計 3,626 8,436 4,810 7,673
※査定額(841億円)を含む

※

 当社は、外部専門家の活用による調達改革、カイゼンを基軸とした生産性倍増の取り組み、これまでの
取り組みを通じて得られた知見を活用した、工事・点検の実施範囲・数量・時期の見直しなど、徹底した
コスト削減に最大限努めたことにより、料金改定時の効率化目標額3,626億円（査定額841億円含
む）を上回る8,436億円のコスト削減を達成いたしました。なお、2017年度は緊急避難的な支出抑
制は行っておりません。

旧東京電力単体



16４．経営効率化（深掘り内容①）

項目 主な削減額深掘りの内容

人件費
人員削減、
年収の削減
[833 (768)]

【計画の深掘り】
 グループの体制見直しや業務の抜本的な簡素化・合理化等を通じた徹底した業務効率

化を図り、新規採用抑制等により人員を削減するとともに、実施を前倒し（単体で約
3,600人）

【追加施策】
 さらに一歩踏み込んだ経営合理化策としての、2014年度に50歳以上の社員を対象とし

た1,000人超規模の希望退職実施

修繕費

工事・点検の実施範囲・数
量・時期の見直し
[774 (980)]

【追加施策】
 蓄積した設備点検・腐食データの分析・評価結果、ならびに劣化診断技術の向上による

設備対策基準の見直し
 保全高度化等による火力部品補修の厳選
 詳細な劣化評価による鉄塔塗装工事やコンクリート柱取替工事の厳選 等

関係会社取引における競争的
発注方法の拡大・工事効率の
向上、外部取引先との取引構
造・発注方法の見直し
[457 (537)]

【計画の深掘り】
 関係会社と協働した深掘り検討による火力定期検査・修繕工事費用の低減
 仕様見直し等による変圧器単価他の低減
 発注方式の見直しによる配電工量制工事の単価低減

燃料費
購入電力料

燃料価格（単価）の低減
[633 (571)]

【追加施策】
 LNG短中期契約におけるさらなる燃料価格の低減

経済性に優れる電源の活用、
卸電力取引所の活用
[1,443 (1,292)]

【追加施策】
 LNG・石炭火力の計画を上回る稼働率向上
【計画の深掘り】
 安価なIPP・自家発火力からの受電増

電力購入料金の削減
[273 (363)]

【計画の深掘り】
 共同火力等のさらなる固定費削減

旧東京電力単体

※項目欄における数値は2017年度効率化深掘り額
（）内の数値は2016年度効率化深掘り額

（億円）



17４．経営効率化（深掘り内容②）

項目 主な削減額深掘りの内容

設備投資関連費用
設備投資削減による償却費
減、中長期にわたる投資計画
の抜本的な見直し
[565 (397)]

【追加施策】
 蓄積した設備点検・腐食データの分析・評価結果、ならびに劣化診断技術の向上による

設備対策基準の見直し
保全高度化等による火力部品の取替、詳細な劣化評価によるアルミ送電線取替、コ
ンクリート柱計画取替等の厳選

 配電機材におけるリユースの拡大 等

その他

除却費の削減
[918 (959)]

【追加施策】
 蓄積した設備点検・腐食データの分析・評価結果、ならびに劣化診断技術の向上による

設備対策基準の見直し
減価償却費に記載した工事等の関連除却

委託費の削減
[▲619 (▲981)]

【計画の深掘り】
 独身寮管理、給食提供、清掃業務等の仕様変更等による単価低減
 関係会社と協働した深掘り検討によるさらなる単価低減

賃借料の削減
[117 (82)]

【計画の深掘り】
 粘り強い交渉による不動産賃借料のさらなる低減
 リース契約の解約による低減

研究費の削減
[77 (100)]

【計画の深掘り】
 負担割合の協議による電力中央研究所分担金の削減
 研究内容の厳選による研究費の削減

研修の縮小、消耗品費の削
減、諸費の削減、その他諸経
費の削減等
[40 (▲18)]

【計画の深掘り】
 OJTの積極的活用による社員研修のさらなる厳選
 事務用用品費・図書費等のさらなる削減

旧東京電力単体

※項目欄における数値は2017年度効率化深掘り額
（）内の数値は2016年度効率化深掘り額

（億円）



18４．経営効率化（具体的な取り組み事例）

○ 定期点検作業の短時間・少人数化に向け、これまでのカイゼンを更にシンカ(進化・深化)。
○ 複数人でのまとめ作業を一人作業・同時併行作業化し、「手待ち」を無くすことで作業時間を短縮。

事例１ 火力発電設備定期点検 カイゼン作業拡大による更なる効率化

旧東京電力単体

点検対象機器を床面に置き、
複数人でのまとめ作業

一人作業・同時並行作業化
し、「手待ち」を削減

火力発電所の定期点検で行う作業を細分化し、カイゼン活動をシンカ。
これまで、“作業回数が多く作業期間が短い作業”のカイゼンを進めてきたが、さらに
“複数人作業で作業期間が長い作業”にも拡げ、更なる効率化を実現

○ 従来、既存メーカーに一括発注していた火力発電設備メンテナンスを、機器購入と現地工事を分離して
発注することで、取引先の拡大や工事内製化による工事費抑制を実現。

事例２ メーカー施工・製作からの脱却

機器購入

現地工事

既存メーカーへの
一括発注

従 来 新たな取り組み

• ﾘﾊﾞｰｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞを活用した部品
製作。取替範囲の厳選を実施

• 海外ﾒｰｶｰを含む新規取引先の発掘
や、競争発注によるｺｽﾄ削減の実現

• ﾒｰｶｰが施工工事を発電所JVで施工
（内製化）する事で工事費を抑制

写真：火力発電所ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ
（主機）修理状況

機器購入

現地工事

分離発注



19【参考】具体的な取り組み事例のホームページ掲載箇所 旧東京電力単体

経営効率化の具体的な取り組み事例については、東京電力ホールディングスのホームページ
に掲載しております。



20５．電気料金の評価

2017年度については、原子力発電所が全機停止したことに伴う燃料費の増加等の収支
悪化要因がありましたが、全社を挙げて徹底したコスト削減に努めた結果、規制部門におけ
る当期純利益は284億円となりました。

当期純利益については、親会社である東京電力ホールディングス株式会社への配当
（使途は、福島事業および財務体質の改善等）等に充当しております。

料金改定については、柏崎刈羽原子力発電所の停止、販売電力量の減少および全
面自由化による競争激化など厳しい経営環境は変わらないことから、今後の経営
環境や市場動向などを総合的に勘案した上で判断してまいります。

当社は、お客さま第一の視点でのサービス品質や営業力の向上を改革の要とし、世界最高
の省エネ技術提供をビジネスモデルの柱と位置づけ、単なる電力販売ビジネスから、効用提
供ビジネスへと収益構造の転換を図ってまいります。



21６．利益の使途について
東京電力ホールディングスは東京電力エナジーパートナーから受領した配当について、HDでの

必要な資金支出を踏まえ、主に以下のような使途に充当していきます。

①賠償関連
「最後の一人まで賠償貫徹」、「迅速かつきめ細やかな賠償の徹底」及び「和解仲介案の
尊重」という「3つの誓い」に基づき、迅速かつ適切な賠償を実施していく中で、原子力損害
賠償・廃炉等支援機構法に基づく認定特別事業計画を踏まえた資金援助を同機構より
受けており、資金援助を受けたことに伴って納付する特別負担金の原資として充当していき
ます。

②廃炉関連
汚染水貯蔵タンクのリプレースや使用済燃料プールからの燃料取り出しなど、汚染水・安定
化対策の投資等の原資として充当していきます。

その他、配当によって得た利益を内部留保し、自己資本を充実させることにより、財務体質の
改善に取り組んでおります。



22【参考】部門別収支等のホームページ公表箇所
部門別収支の算定結果および電気料金の原価と実績の比較に係る情報等については、当

社ホームページ上に掲載しております。
当社ホームページのトップ画面イメージ 電気料金の原価と実績に係る詳細ページの画面イメージ
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